
証券コード　4735
平成27年８月４日

株 主 各 位
京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382番地１

代表取締役社長 白 川 寛 治

第35期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第35期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年８月19日（水曜日）
午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年８月20日（木曜日）午前10時
２．場 所 京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382番地１

当社本社　４階会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第35期（平成26年６月１日から平成27年５月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第35期（平成26年６月１日から平成27年５月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）７名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第６号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬額設定の件
第７号議案 監査等委員である取締役の報酬額設定の件
第８号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト(アドレス　
http://www.kyoshin.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 平成26年６月１日から
平成27年５月31日まで ）

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府による経済政策等により

企業業績の改善傾向が続き、雇用情勢も明るさが見えるなど緩やかな回復

基調で推移したものの、消費税引き上げに伴う駆け込み需要の反動や海外

経済の先行き不透明感もあり、本格的な景気回復に向けては依然として懸

念材料が残る状況となりました。

　当業界におきましては、少子化による学齢人口の減少が続く中、教育を

取り巻く環境の変化とニーズが多様化し、社会における当業界への期待は

高まっております。小規模のみならず、大手の予備校・塾を含め統廃合や

買収などが相次ぎました。また、従来の教育サービス業界から保育園・学

童保育などの新たな事業領域への参入が増えるのと同時に、異なる業界か

らの教育事業参入が相次ぎ、サービスの複雑化と業界の再編成が進んでお

ります。

　平成22年から導入された新しい学習指導要領で、自ら取り組み、判断で

きる教育のあり方が議論されるようになり、平成26年12月には、文部科学

省より大学入試センター試験において「教科知識を問う入試から思考・判

断・表現力を中心に多様な能力・資質を問う総合的な仕組みへの転換」を

行うことが発表されました。高校入試においても、知識や勉強スキルを測

るいわゆる「学科試験」以外に、思考と表現力を問う「適性試験」を科す

学校が近年増加しております。

　学習塾及びフランチャイズ事業を行う第１教育事業において、当社グル

ープが取り組んできた『自ら学ぶ』力を養う指導は、知識の習得のみなら
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ず、応用力を問われる場合でも結果が現れます。自ら考え判断する力を養

う当社グループ独自のノウハウ「リーチングメソッド」による指導が、滋

賀県立高校の合格実績過去最高、京都公立高校実績大幅増、東大・京大の

現役合格者数前年比1.5倍など、合格実績の大幅な増加につながりました。

　幼児教育、日本語教育、国際人材交流事業を行う第２教育事業において

は、日本語教育事業及び国際人材交流事業を中心に、積極的な新規開校を

行っております。日本国内外の教室において、日本語を母国語としない方

に向けた日本語教育を提供し、優秀な人材が日本語を活かして活躍できる

よう支援いたしております。

　第３教育事業では、英会話及び保育事業を行っております。小学校での

英語教育低学年化の流れを受け、幼児期からの英語教育へのニーズが高ま

り、英会話事業の生徒数が順調に増加しております。また、安心・安全な

保育施設を提供することは当社グループの社会的使命の一つととらえ、保

育事業を行っております。英会話や能力開発などの知育を特長とした保

育サービスを行うとともに、保育施設の不足が顕著な都市部を中心に、自

治体と連携を図り、認可・認証保育園を含めた保育施設の積極的な開園を

進めております。

　当連結会計年度の売上高は10,825百万円（前年比106.7％）となり、前

年に比べ677百万円増加しました。営業利益は209百万円（同75.0％）とな

り、前年に比べ69百万円減少しました。経常利益は216百万円（同82.4％）

となり、前年に比べ46百万円減少しました。

　平成27年度税制改正による法人税率引き下げ等に伴い、繰延税金資産の

取崩しが発生（当期純利益を押し下げる）しましたが、特別利益で補助金

収入（142百万円）を計上したこともあり、当期純利益は90百万円（同

122.7％）となり、前年に比べ16百万円増加しました。

　また、期中平均生徒数（ＦＣ事業における末端生徒数含む。以下、生徒

数）は、26,633人（前年比103.8％）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。
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　なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以

下の前年同期比較については、前年同期の数値を変更後のセグメント区分

に組み替えた数値で比較しております。

＜第１教育事業＞

　当連結会計年度のセグメントの業績は、売上高9,483百万円（前年比

100.6％）、セグメント利益1,418百万円（同109.4％）となりました。生

徒数の増加（前年比101.5％、前年に比べ342人増加）が、増収増益に寄与

しました。

　当連結会計年度の教室展開については、個別指導教室京進スクール・ワ

ンのフランチャイズ教室を６校開校し、５校閉鎖しました。この結果、当

連結会計年度末の当社グループ全体の個別指導教室数は、239教室（うち

フランチャイズ103教室）となりました。これに、小中部（75校）・高校

部（11校）・Net学習センター（１拠点）をあわせた、セグメント全体の

拠点数は、326となりました。

＜第２教育事業＞

　当連結会計年度のセグメントの売上高は、日本語学校の生徒数が増えた

結果、582百万円（前年比147.1％）となりました。セグメント損益は、平

成26年３月に設置した国際人材交流事業部の初期費用の発生、国際人材交

流事業及び日本語教育事業の今後の展開の布石として設立した『清華・京

進発展フォーラム』（中国・清華大学と提携）への支出等もあり、196百

万円の損失（前年に比べ11百万円の損失減少）となりました。

　当連結会計年度の教室展開については、日本語教育事業部では平成26年

６月に佛山京進教育文化有限公司の持分を譲渡し、平成27年１月に京進ラ

ンゲージアカデミー・ヤンゴン校（持分法適用関連会社KYOSHIN JETC 

CO.,LTD.）を開設し、同年４月に華聯学院を営業権取得により設置した結

果、当連結会計年度末の日本語学校の校数は６校となりました。幼児教育

事業部では平成27年２月末に１校を閉鎖しております。
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＜第３教育事業＞

　当連結会計年度のセグメントの業績は、売上高765百万円（前年比

232.6％）、セグメント損失151百万円（前年に比べ123百万円の損失増加）

となりました。なお、保育園を７園開園したことに伴う補助金収入142百

万円をセグメント損益とは別に特別利益として計上しております。

　英会話事業部は、当連結会計年度の教室展開としましては、平成27年３

月に１校を開校しました。この結果、既存校をあわせて11校となりまし

た。平成24年３月以降の３年余りの期間に８校を開校しており、しばらく

新規開校費用の負担による、事業部全体の年間営業損益の赤字状態が続い

ていましたが、順次開校した校舎が当初の計画どおり生徒数を伸ばした結

果、事業部全体の営業損益は、黒字に転換しました。

　保育事業部は、平成26年８月にビーフェア株式会社の子会社化により８

園をグループ傘下に入れ、さらに平成27年４月に７園を新たに開園し、当

連結会計年度末で既存の２園とあわせて17園となりました。新規開園に

ともなう費用発生と今後の事業拡大を見据えたスタッフ人員の増強など

により、営業赤字となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資額は374百万円であります。主に、ＨＯＰＰＡ

の５園の開設に122百万円、日本語学校の土地の取得に106百万円、ビーフェ

アの２園の開設及び本部の移転に80百万円、京進ユニバーサルキャンパス池

田校の開設に15百万円、京進スクール・ワン膳所教室の増床に12百万円を投

資しました。

③　他の会社の株式の取得の状況

当社は、平成26年８月18日付で、ビーフェア株式会社の全株式を取得し、

同社を子会社といたしました。

④　他の会社の事業の譲受けの状況

当社は、平成27年４月15日付で、株式会社国際文化交流協会より華聯学院

京都校に関する事業を譲り受けました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

　①　企業集団の財産及び損益の状況

区　　分
第 32 期

(平成24年5月期)
第 33 期

(平成25年5月期)
第 34 期

(平成26年5月期)

第 35 期
(当連結会計年度)

(平成27年5月期)

売 上 高(百万円） 1,907 9,902 10,148 10,825

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円） △555 223 263 216

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円） △384 39 73 90

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円） △45.83 4.70 8.78 10.77

総 資 産(百万円） 7,738 7,729 7,652 8,324

純 資 産(百万円） 2,202 2,291 2,379 2,706

１株当たり純資産額(円） 262.51 273.16 283.59 322.57

（注） 平成24年５月24日開催の第31期定時株主総会において定款の一部変更が決議され、決算期

末日を２月末日から５月31日に変更いたしました。これに伴い、第32期の期間は、平成24

年３月１日から平成24年５月31日までの３ヶ月間となっております。

　②　当社の財産及び損益の状況

区　　分
第 32 期

(平成24年5月期)
第 33 期

(平成25年5月期)
第 34 期

(平成26年5月期)

第 35 期
(当事業年度)

(平成27年5月期)

売 上 高(百万円） 1,870 9,571 9,629 9,774

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円） △535 293 383 284

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円） △360 117 183 88

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円） △43.01 14.06 21.87 10.58

総 資 産(百万円） 7,737 7,695 7,643 8,081

純 資 産(百万円） 2,225 2,357 2,511 2,843

１株当たり純資産額(円） 265.29 281.06 299.40 339.00

（注） 平成24年５月24日開催の第31期定時株主総会において定款の一部変更が決議され、決算期

末日を２月末日から５月31日に変更いたしました。これに伴い、第32期の期間は、平成24

年３月１日から平成24年５月31日までの３ヶ月間となっております。
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名
資 本 金 又 は
出 資 金

議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ユーロ ％

Kyoshin GmbH 204,520 100.0
ドイツ在住の小中学生を対象と
した進学指導

百万円 ％

株式会社五葉出版 10 100.0
損害保険代理店業務、印刷消耗品
代理店

万元 ％

広州京進語言技能信
息諮詢有限公司

200 100.0
広州在住の小中学生を対象とし
た進学指導

百万円 ％

株式会社オー・エル・
ジェイ

30 100.0
日本国内における外国人留学生
を対象とした日本語教育

百万円 ％

株式会社アルファビ
ート

10 100.0
当社生徒及び大学生・社会人を対
象とした「自立型人間育成プログ
ラム」の提供

百万円 ％

株式会社ＨＯＰＰＡ 60 100.0 保育事業における保育園の運営

万ＵＳドル ％

Kyoshin USA,Inc. 30 100.0
アメリカ在住の小中学生を対象
とした進学指導

百万円 ％

株式会社京進ランゲ
ージアカデミー

60 100.0
日本国内における外国人留学生
を対象とした日本語教育

百万円 ％

ビーフェア株式会社 30 100.0 保育事業における保育園の運営

(注）１．株式会社ＨＯＰＰＡは、平成27年４月10日付で増資を行い、資本金が増加して
おります。

２．株式会社京進ランゲージアカデミーは、平成26年８月11日付で増資を行い、資
本金が増加しております。

３．平成26年８月18日にビーフェア株式会社の全株式を取得し、同社を連結子会社
といたしました。

４．佛山京進教育文化有限公司については、平成26年６月30日付で、当社が保有す
る佛山京進教育文化有限公司の出資持分の90％を関西広東貿易投資有限公司
に譲渡しました。
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(4) 対処すべき課題

　今後の日本社会においては、学齢人口の減少や社会環境の変化により教育に関

する関心が高まると予想されます。また、教育における国際化の流れは一般化し

ており、グローバル社会で活躍できる人材育成が課題となっています。当社グル

ープにおいては、他社との差別化と長期的な事業拡大を支えるため、以下を課題

として取り組みます。

①各年齢層向けの学習塾事業においては、脳科学に基づくオリジナル学習法

「リーチングメソッド」等、他社との差別化を図る独自提供価値の確立。

大学入試制度の改革など、国や社会の要請に応える教務指導の変革。

魅力ある合格実績の達成。

②幼児教育事業、英会話事業、保育事業においては、大きく変化の進む保育・

教育制度や知育教育に関する顧客ニーズに対応したサービスの改良と新規

出店の拡大。

③国際人材交流事業及び日本語教育事業においては、海外からの留学生のニー

ズと国内の人材受入れ団体のニーズのマッチングとそれに合わせた事業の

開発。日本語学校の新規出店。

④顧客への独自価値の提供と新規事業の積極展開のため、子会社社員、非常勤

社員を含めた京進グループの全従業員について人材育成と能力開発の推進。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご協力を賜ります

ようお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成27年５月31日現在）

＜第１教育事業＞

事業部門 主要な事業内容

小 中 部
小学１年生～中学３年生が対象。中学・高校受験合格及び学力向上を目
指した学習指導・進学指導。講習会の実施。テストの実施。

高 校 部
高校１年生～高校３年生（現役高校生）が対象。大学現役合格及び学力
向上を目指した学習指導・進学指導。講習会の実施。テストの実施。
「京進ｅ予備校」による通塾生向け映像授業提供。

個 別 指 導 部

ブランド名は「京進スクール・ワン」。小学１年生～高校３年生が対
象。受験合格及び学力向上を目指した個別学習指導・進学指導。
「京進e-DES（イーデス）」によるインターネットを活用した１：１の
双方向遠隔指導。
「京進ｅ予備校」による通塾生向け映像授業提供、映像授業専用教室の
運営。

Ｆ Ｃ 事 業 部
個別指導教室「京進スクール・ワン」のフランチャイズ教室における教
室開設指導や運営指導。

　＜第２教育事業＞

事業部門 主要な事業内容

幼 児 教 育

事 業 部

ブランド名は「京進ぷれわん」。幼児（２歳～年長児）が対象。小学受
験合格及び学力向上を目指した学習指導・進学指導。講習会の実施。テ
ストの実施。
「ＩＱを高める知性開発コース」の提供。

日 本 語 教 育
事 業 部

日本国内における外国人留学生を対象とした日本語教育。

（当社及び、子会社である株式会社オー・エル・ジェイ及び株式会社京
進ランゲージアカデミーが運営）

国際人材交流
事 業 部

日本国内で就労を希望する専門知識のある外国人人材を日本企業へ紹
介するサービスを提供。

ミャンマーにおける日本語教育。（KYOSHIN JETC CO.,LTD.が運営)

株 式 会 社
ｱ ﾙ ﾌ ｧ ﾋ ﾞ ｰ ﾄ

当社生徒及び企業・学生を対象として、リーチングメソッド（自立型人
間育成プログラム）をベースとした研修サービスを提供。

　＜第３教育事業＞

事業部門 主要な事業内容

英会話事業部
ブランド名は「京進ユニバーサルキャンパス」。幼児～成人が対象。
「本当に話せる英会話教室」を目指した英会話指導。

保 育 事 業 部

０～５歳児が対象。「知育」を特長としたカリキュラムによる保育園、
および自治体からの許認可を受けた保育園を運営（当社および子会社で
ある株式会社ＨＯＰＰＡ、ビーフェア株式会社が運営）。
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(6) 主要な事業所（平成27年５月31日現在）

本社 京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382番地１

教室 京都府下72教室　　滋賀県下56教室　　大阪府下30教室

兵庫県下22教室　　奈良県下21教室　　愛知県下30教室

広島県下２教室　　東京都下16教室    神奈川県下２教室

三重県下１教室    岡山県下１教室　　徳島県下１教室

　　　　　　　（注）上記には、国内子会社が営業する保育園・日本語学校を
　　　　　　　　　　含みます。

ＦＣ 京都府下９教室　　滋賀県下６教室　　大阪府下17教室

兵庫県下６教室　　奈良県下４教室　　愛知県下23教室

和歌山県下３教室　広島県下４教室　　東京都下５教室

神奈川県下９教室　千葉県下１教室　　岩手県下１教室

茨城県下３教室　　埼玉県下１教室　  岐阜県下１教室

三重県下４教室　　岡山県下２教室    徳島県下１教室

香川県下１教室　　鹿児島県下２教室

　　　　　　　（注）ＦＣ:フランチャイズ契約をしている事業所です。

国内子会社 （株）五葉出版　　　　　　　　　　京都府京都市

（株）ＨＯＰＰＡ　　　　　　　　　京都府京都市

（株）オー・エル・ジェイ　　　　　東京都新宿区

（株）アルファビート　　　　　　　東京都新宿区

（株）京進ランゲージアカデミー    東京都新宿区

　ビーフェア株式会社（株）　　　　東京都西東京市

海外子会社 Kyoshin GmbH　　　　　　　　　　　ドイツ

広州京進語言技能信息諮詢有限公司　中  国

Kyoshin USA,Inc.　　　　　　　　　アメリカ
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(7) 使用人の状況（平成27年５月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

第１教育事業

小 中 部 235　（509）名 7名減 （13名減）

高 校 部 50　（221） 2名減 （12名増）

個 別 指 導 部 201（2,316） 7名増 （81名減）

Ｆ Ｃ 事 業 部 19　　（3） 4名減　（1名増）

教 務 部 25　 （22） 4名減 （17名減）

第２教育事業

幼 児 教 育 事 業 部 3　（14） 1名減　（2名増）

日本語教育事業部 45　 (60） 1名増 （12名増）

国際人材交流事業部 5　 （1） 2名増　（1名増）

第３教育事業

英 会 話 事 業 部 39　 （44） 6名増 （10名増）

保 育 事 業 部 115　 （90） 108名増 （79名増）

全社（共通） 44　 （67） 4名増 （24名増）

合 計 781（3,347） 110名増 （30名増）

 (注) １．使用人数は就業員数であり､臨時雇用者数は､連結会計年度中の平均人数を(　)内に

外数で記載しております。

２．平成27年３月１日付の組織変更に伴い、当連結会計年度末より、事業部門のセグメ

ント区分を変更しております。なお、前連結会計年度末比は、前連結会計年度末の

人数を組織変更後の報告セグメントの区分に基づき集計し、比較しております。

３．全社（共通）に記載の使用人数は、管理部門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

628名（3,187名) 　7名増 （61名減） 35.7歳 9.3年

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人数を（　）内に外数で記載

しております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成27年５月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 777百万円

株 式 会 社 京 都 銀 行 392百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 327百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。
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２．株式の状況（平成27年５月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 22,640,000株

(2) 発行済株式の総数 8,396,000株

(3) 株主数 1,484名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

株 式 会 社 T C K ﾎ ｰ ﾙ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ｽ 2,474千株 29.49％

京 進 社 員 持 株 会 617 7.35

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 342 4.07

京 進 取 引 先 持 株 会 267 3.19

立 木 泰 子 254 3.03

立 木 康 之 254 3.03

立 木 貞 昭 251 2.99

白 川 寛 治 250 2.98

株 式 会 社 京 都 銀 行 208 2.47

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 208 2.47

（注） 持株比率は自己株式（6,685株）を控除して計算しております。
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３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況

　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成27年５月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 ・ 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 会 長 立 　 木 　 貞 　 昭 ビーフェア株式会社代表取締役

代 表 取 締 役 社 長 白 　 川 　 寛 　 治
専 務 取 締 役 土 　 坂 　 義 　 高 第 １ 運 営 本 部 長

広 州 京 進 語 言 技 能 信 息 諮 詢
有 限 公 司 董 事 長
K y o s h i n  G m b H 取 締 役 社 長
Kyoshin USA,Inc.取締役社長

取 締 役 髙 　 橋 　 良 　 和 企 画 本 部 長 　 兼
開 発 部 長

取 締 役 樽 　 井 　 み ど り 総務本部長　兼　総務部長　兼
情 報 シ ス テ ム 部 長
株 式 会 社 五 葉 出 版
代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 福 　 澤 　 一 　 彦 第 ２ 運 営 本 部 長  兼
幼 児 教 育 事 業 部 部 長 　 兼
京 進 こ れ か ら 研 究 所 所 長
株式会社オー・エル・ジェイ
代 表 取 締 役 社 長
株 式 会 社 ア ル フ ァ ビ ー ト
代 表 取 締 役
株 式 会 社 京 進 ラ ン ゲ ー ジ
ア カ デ ミ ー 代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 立 木 康 之 第 ３ 運 営 本 部 長  兼
英 会 話 事 業 部 部 長
株 式 会 社 H O P P A 代 表 取 締 役

常 勤 監 査 役 福 　 盛 　 貞 　 蔵

監 査 役 尾 川 宣 之 尾 川 宣 之 税 理 士 事 務 所 所 長

監 査 役 市 原 洋 晴 市原会計エスエムエス株式会社
代 表 取 締 役
株式会社京都M&Aプランニング
代 表 取 締 役

（注）１．監査役尾川宣之氏及び市原洋晴氏は、社外監査役であります。
２．監査役尾川宣之氏及び市原洋晴氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。
３．当事業年度中における取締役の地位、担当ならびに重要な兼職の異動は次のとおりで

あります。
　　・代表取締役会長立木貞昭氏は、平成26年８月18日付で、ビーフェア株式会社代表取

　締役に就任いたしました。
　　・専務取締役土坂義高氏は、平成27年３月１日付で第１運営本部長兼高校部長から　

　第１運営本部長に就任いたしました。
　　・取締役髙橋良和氏は、平成27年３月１日付で企画本部長兼経営企画部長から、企画

　本部長兼開発部長に就任いたしました。
　　・取締役福澤一彦氏は、平成26年12月５日付で第２運営本部長兼幼児教育事業部部長

　兼京進これから研究所所長に就任いたしました。また、平成27年３月１日付で
　株式会社HOPPA代表取締役を退任いたしました。

　　・取締役立木康之氏は、平成27年３月１日付で第３運営本部長兼英会話事業部部長に
　就任いたしました。また、同日付で株式会社HOPPA代表取締役に就任いたしました。

４．当社は、尾川宣之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届け出
ております。
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(2) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 7名 145百万円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3名
（2名）

13百万円
（4百万円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

10名
（2名）

159百万円
（4百万円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成11年５月27日開催の第18期定時株主総会において年額

２億５千万円以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成10年５月28日開催の第17期定時株主総会において年額

２千万円以内と決議いただいております。

４．上記報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額12百万円（取

締役７名に対し11百万円、監査役３名（うち社外監査役２名）に対し０百万円）が含

まれております。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役尾川宣之氏は、尾川宣之税理士事務所所長であります。当社は、

尾川宣之税理士事務所との間には、特別な関係はありません。

・監査役市原洋晴氏は、市原会計エスエムエス株式会社代表取締役及び

株式会社京都Ｍ＆Ａプランニング代表取締役であります。当社は、市原

会計エスエムエス株式会社及び株式会社京都Ｍ＆Ａプランニングとの

間には、特別な関係はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

監査役 尾 川 宣 之

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、監査役会14

回の全てに出席しました。取締役会においては、主に税理士

としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための発言を行っております。また、監査役

会においては、取締役の職務の執行についての意見を述べる

ほか、財務・会計に関する監査を担い、必要な情報共有を図

っております。

監査役 市 原 洋 晴

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、監査役会14

回の全てに出席しました。取締役会においては、主に税理士

としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための発言を行っております。また、監査役

会においては、取締役の職務の執行についての意見を述べる

ほか、財務・会計に関する監査を担い、必要な情報共有を図

っております。

(4) 社外取締役を置くことが相当でない理由

　当社は、従前より社外取締役の選任について検討しておりましたが、前回

改選期には適切な候補者が見つからなかったことなどもありまして、当事業

年度末日において社外取締役を置いておりません。

　しかしながら、今般の会社法改正やその他の社会情勢の変化などを踏まえ、

精力的に社外取締役の人選に努めましたところ適任者を得ることができまし

たので、平成27年８月20日開催予定の第35期定時株主総会に、社外取締役候

補者を含む取締役選任議案を上程いたします。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　京都監査法人

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

25百万円

　(注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　 ２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積

りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務（非監査業務）である財務デューデリジェンスの対価を支払っており

ます。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制を定めております。そ
の内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　各役員は、服務規律や勤務のありかたを明記した「役員規程」「取締役
会規程」「職務権限規程」等に則り、業務を遂行し日々の活動を行う。ま
た、取締役で構成される「内部統制会議」を開催し、コンプライアンスの
徹底及びリスク管理等を含めた内部統制システムの強化についての体制整
備を行う。
　また、役員及び従業員等からの組織的または個人的な法令違反行為・財
務報告の信頼性に重大な影響を与える行為、企業倫理違反行為等に関する
通報の適正な処理の仕組みを定めることにより、違法行為等の早期発見と
是正を図り、もって、コンプライアンス経営の強化に資することを目的と
して、「内部通報制度運用規程」を設ける。当規程に則り、法令上疑義の
ある行為等について、役員及び社員等が、直接情報提供を行う手段として
電話回線及びインターネットによるホットライン（内部・外部）を設置・
運営する。会社は、通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行
わない。
　インサイダー取引の防止のため、「内部者取引管理規程」に則り運用を
行う。
　財務報告の信頼性確保に関しては、金融商品取引法に基づく内部統制報
告制度に対応するため、会社で定めた「Ｊ-ＳＯＸ委員会規程」に則り、
「Ｊ-ＳＯＸ委員会」を設置する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　社内で定められた「文書取扱規程」「機密情報管理規程」に基づき、文
書または電磁的媒体（以下「文書等」という）の保存及び管理を行う。取
締役の職務執行に係る情報として、「取締役会議事録」「株主総会議事録」
「内部統制会議議事録」について文書等に記録し、保存する。リスク管理
委員会のもとで統括しているリスク管理小委員会の活動については、内部
統制会議にて報告・審議する。取締役及び監査役は、常時これらの文書等
を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理全体を統括する組織として、代表取締役社長（以下「社長」
という）を統括責任者とし、取締役で構成される「リスク管理委員会」を
設置する。また、会社で定めた「リスク管理委員会規程」に則り、その下
部組織として、各部から選任されたメンバーで構成される「リスク管理小
委員会」を設置する。
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　平成27年度の小委員会は、安全対策委員会、Ｊ-ＳＯＸ委員会、ＣＳ委員
会、ＩＴ委員会、コンプライアンス委員会、ハラスメント防止委員会、衛
生委員会、ＣＳＲ委員会、事業継続計画委員会、子会社リスク委員会の計
10委員会である。
　また、危機発生時には会社が定めた「危機管理規程」に則り適切迅速に
対応する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに
取締役の業務執行状況の監督等を行う。最重要事項については取締役会の
決議、重要事項については「稟議規程」に則り決定し、その業務執行につ
いては、取締役会で決定した担当取締役が、その権限と責任の下で遂行す
る。
　業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ、中長期経営計画及び
各年度予算を立案し、全社的な目標を設定する。各部門においては、その
目標達成に向け具体策を立案・実行する。また、「組織規程」「職務権限
規程」「業務分掌規程」により、当社の機構及び職位ならびに指揮命令の
系列を定め、業務の適切な運営と効率化を図る。
　当社の目的、企業理念、経営計画への投資家その他のステークホルダー
の理解を得ることで当社の事業が効率的に運営できるように、社内にＩＲ
担当取締役を置き、適宜情報開示を適切に実施するとともに、ＩＲ説明会
等へのサポートを実施する。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
　「就業規則」を遵守し日々の業務を遂行する。企業倫理をはじめとする
コンプライアンス体制に係る規程として｢京進倫理行動指針｣を制定し、法
令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。また
「京進倫理行動指針」に加え、組織価値観に基づく行動指針や法令遵守に
ついて行動レベルまでブレイクダウンして記載した「京進ハンドブック」
を全従業員が携帯し、日々意識して取り組む。これらに基づいたコンプラ
イアンス教育を実施し、従業員の法令・企業倫理の遵守を徹底する。
　業務における適法・適正な手続き・手順については、社内規程類を整備
し、運用する。
　適法・適正な業務運営が行われていることを確認するため、業務執行部
門とは独立した社長直轄の監査課により、監査を実施する。

⑥ 会社ならびに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を
確保するための体制
　子会社に関しては「関係会社管理規程」に従い、担当取締役を任命し、
法令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を与える。
　なお、子会社における経営上の重要事項の決定を当社の事前承認事項と
すること等により、子会社における業務の適正を確保する。
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　業務における適法・適正な手続き・手順については、子会社に関する規
程類を整備し、運用する。
　親会社の各事業部においては、グループウェア等を用いて情報共有と、
報告体制をとるとともに、コンプライアンス研修など、必要な研修も実施
する。
　適法・適正な業務運営が行われていることを確認するため、親会社の監
査課が定期的に子会社に赴いて監査を実施する。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項
　監査役は、監査課員に監査業務の必要な事項を命令することができる。

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役より監査業務に必要な命令を受けた監査課員は、その命令に関し
て、取締役等から指揮命令を受けないものとする。

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への
報告に関する体制
　取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発
見したときは、法令に従い、直ちに監査役に報告する。
　また、常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の
執行状況を把握するため、「内部統制会議」などの重要な会議に出席する
とともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必
要に応じて取締役または社員にその説明を求めることとする。

⑩ 前号の報告をしたものが当該報告を理由として不利な取り扱いを受けな
いことを確保するための体制
　当社及び子会社は、「内部通報制度」に則り、報告をしたことを理由に
不利益な取り扱いを受けない対応をする。

⑪ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に
関する事項
　監査役がその職務の執行について、当社に対し会社法第399条の２第４
項に基づく費用の前払い等の請求をした場合、当該費用または債務が監査
役の職務の執行に必要でないと証明した場合を除き、速やかに処理をする。

⑫ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、社長と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題等につい
ての意見を交換する。また、監査役は、当社の会計監査人である京都監査
法人と連携をとり、会計監査報告を受けるとともに、情報の交換を行う。

－ 21 －



　(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社において定める、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制の、平成
27年５月１日から平成27年５月31日までの期間の運用状況は以下のとおりであ
ります。
① 法令遵守等

　取締役及び執行役員で構成される、内部統制会議（毎月１回開催）に
おいて、コンプライアンスの徹底及びリスク管理等を含めた内部統制シス
テムの強化について、審議を行っています。
　従業員に対しては総務本部長からコンプライアンス通信を送信（毎月10
日）し、法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための啓発・教育
を行っています。
　社員の自己成長、現状把握と課題の明確化、組織価値観の浸透を目的に
年１度実施している、京進の組織価値観を明文化した「京進ハンドブック」
に基づいた行動セルフチェックを、従業員が行いました。結果から見出さ
れた課題については、経営品質向上活動（会議等）を中心に全社的な枠組
みで採り上げて議論を行い、改善施策の検討を行っています。
　財務報告の信頼性確保のために、各部門が行った自己点検実施以降、財
務報告に係る内部統制の実施状況及び業務プロセスの変更がないか、Ｊ-Ｓ
ＯＸ委員会事務局が「財務報告に係る内部統制の整備状況及び運用状況 期
末時点における変更有無確認書」を各部門より回収し、点検しました。
　社内で適法・適正な業務運営が行われていることを確認するため、業務
執行部門とは独立した社長直轄の監査課が、毎月の監査計画に基づき事業
所を訪問し、内部監査を行っています。その結果は、毎月とりまとめたも
のを監査課から社長、監査役、部門長に報告しています。

② 情報の保存及び管理
　取締役会及び重要な会議・委員会ごとに事務局を定め、各種議事録の作
成を行うとともに、その他情報の保存管理の徹底を図っています。記録文
書は、取締役、監査役の求めがあれば随時、閲覧提供しています。

③ 損失の危険の管理
　平成27年度の10あるリスク管理小委員会のうち、当期間は、コンプライ
アンス委員会、子会社リスク委員会が開催され、今年度の方向性、現在認
識されているリスク及び重大なリスクに発展する可能性がある事象の共有
と、未然防止策等の課題を検討しました。

④ 取締役の効率的職務執行
　定時取締役会（毎月１回開催）においては、会社の経営に関わる重要事
項及び重要規程の改定について付議され、決議しています。
　会社の重要事項は「稟議規程」に則り決定し、その内容は、翌月の取締
役会において、取締役及び監査役に報告されています。
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⑤ グループ全体の業務の適正
　子会社の経営上の重要事項の決定は、「関係会社管理規程」に従い、任
命された担当取締役を介して取締役会、稟議申請等の手続きを経ることに
よって、当社が事前承認を行い、子会社の業務の適正を確保しています。
　子会社において適法・適正な業務運営が行われていることを確認するた
めに、当会社の監査課が定期的に子会社を訪問して監査を実施しています。
　リスク管理小委員会のひとつである子会社リスク委員会を開催し、子会
社の現状把握・課題の抽出を行い、課題（テーマ）ごとに分科会を設け、
課題解決の具体案を作成すべく取り組みを進めています。

⑥ 監査役監査が実効的に行われるための体制
　毎月１回開催される定時取締役会には監査役全員が、内部統制会議等の
重要会議には常勤監査役が出席して、重要な意思決定の過程及び業務の執
行状況を確認しています。また、当期間に開催されたコンプライアンス委
員会、子会社リスク委員会にも常勤監査役が出席して当社において発生し
うるリスク・課題についての認識共有を行い、監査役の視点から問題提起
を行いました。
　常勤監査役は、当社会計監査人である京都監査法人より四半期ごとに、
レビューの報告を受けております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年５月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,713,464

1,089,077

175,643

53,127

12,011

110,086

297,312

△23,794

6,610,650

4,031,602

2,137,241

1,797,735

96,625

651,259

591,034

60,224

1,927,788

135,093

675,792

991,938

126,251

△1,287

流 動 負 債 2,856,526

買 掛 金 18,981

短 期 借 入 金 800,000

1年内返済予定の長期借入金 665,864

未 払 金 394,322

未 払 法 人 税 等 104,837

賞 与 引 当 金 28,573

役員退職慰労引当金 26,023

資 産 除 去 債 務 12,961

そ の 他 804,962

固 定 負 債 2,761,460

長 期 借 入 金 1,172,208

退職給付に係る負債 1,196,426

役員退職慰労引当金 256,780

資 産 除 去 債 務 97,116

繰 延 税 金 負 債 3,294

そ の 他 35,634

負 債 合 計 5,617,987

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,617,378

資 本 金 327,893

資 本 剰 余 金 263,954

利 益 剰 余 金 2,026,964

自 己 株 式 △1,432

その他の包括利益累計額 88,748

その他有価証券評価差額金 41,324

為替換算調整勘定 63,257

退職給付に係る調整累計額 △15,832

純 資 産 合 計 2,706,127

資 産 合 計 8,324,115 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,324,115

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年６月１日から
平成27年５月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,825,834

売 上 原 価 7,991,139

売 上 総 利 益 2,834,694

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,624,927

営 業 利 益 209,767

営 業 外 収 益

受 取 利 息 820

受 取 配 当 金 2,297

為 替 差 益 72

補 助 金 収 入 22,529

そ の 他 11,477 37,197

営 業 外 費 用

支 払 利 息 23,214

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,054

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 1,436

そ の 他 3,284 29,989

経 常 利 益 216,975

特 別 利 益

補 助 金 収 入 142,062 142,062

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,714

減 損 損 失 10,072

子 会 社 持 分 売 却 損 2,298 18,086

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 340,951

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 138,641

法 人 税 等 調 整 額 111,976 250,617

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 90,334

当 期 純 利 益 90,334

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年６月１日から
平成27年５月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 6 年 ６ 月 １ 日 　 残 高 327,893 263,954 1,710,287 △1,432 2,300,702

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

－ － 282,012 － 282,012

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

327,893 263,954 1,992,300 △1,432 2,582,715

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △55,369 － △55,369

当 期 純 利 益 － － 90,334 － 90,334

連結除外に伴う利益剰余金
（ 減 少 高 ）

－ － △300 － △300

株主資本以外の項目の連結会計年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 34,663 － 34,663

平 成 2 7 年 ５ 月 3 1 日 　 残 高 327,893 263,954 2,026,964 △1,432 2,617,378

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

平 成 2 6 年 ６ 月 １ 日 　 残 高 24,538 46,583 7,301 78,423 2,379,125

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

－ － － － 282,012

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

24,538 46,583 7,301 78,423 2,661,138

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △55,369

当 期 純 利 益 － － － － 90,334

連結除外に伴う利益剰余金
（ 減 少 高 ）

－ － － － △300

株主資本以外の項目の連結会計年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

16,785 16,673 △23,134 10,325 10,325

連結会計年度中の変動額合計 16,785 16,673 △23,134 10,325 44,989

平 成 2 7 年 ５ 月 3 1 日 　 残 高 41,324 63,257 △15,832 88,748 2,706,127

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　９社

・主要な連結子会社の名称　　　　Kyoshin GmbH

株式会社五葉出版

広州京進語言技能信息諮詢有限公司

株式会社オー・エル・ジェイ

株式会社アルファビート

株式会社ＨＯＰＰＡ

Kyoshin USA,Inc.

株式会社京進ランゲージアカデミー

ビーフェア株式会社

・連結の範囲の変更　　　　　　　当連結会計年度より、ビーフェア株式会社は全株式を

取得したため、連結の範囲に含めております。また、

佛山京進教育文化有限公司は持分の90％を売却したた

め、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

・持分法適用の関連会社数　　　　１社

・主要な持分法適用関連会社の名称

KYOSHIN JETC CO.,LTD.

・持分法の適用の範囲の変更　　 当連結会計年度より、新たに設立したKYOSHIN JETC 

CO.,LTD.を持分法適用の範囲に含めております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、Kyoshin GmbH、広州京進語言技能信息諮詢有限公司及びKyoshin 

USA,Inc.の決算日は12月31日でありますが、連結計算書類の作成にあたっては、３月31日現

在で実施した仮決算に基づく計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．有価証券の評価基準及び評価方法

　　・その他有価証券

　　　時価のあるもの　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
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　ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　・商品　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　・貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物　10年～50年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウェア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

・その他の無形固定資産　　　　定額法によっております。

ハ．長期前払費用　　　　　　　  定額法によっております。

ニ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・

　リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　当社は従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額

基準により計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　当社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上しております。

当連結会計年度は、計上しておりません。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。
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④　重要な外貨建の資産又は

　　負債の本邦通貨への換算

　　基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び

費用は各子会社の決算日の直物為替相場により換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

に含めております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップ又は金利キャップの特例処理の要件を充

たすものについては、特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…金利スワップ・金利キャップ

ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを

回避する目的でデリバティブ取引を導入しており、借

入金の金利変動リスクをヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ手段の固定元本等とヘッジ対象の固定元本等が

一致しており、金利スワップ又は金利キャップの特例

処理の要件に該当すると判定されるため、当該判定を

もって有効性の判定に代えております。

⑥　退職給付に係る会計処理の方法

　イ．退職給付見込額の

　　　期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　ロ．数理計算上の差異の

　　　費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法によ

り翌連結会計年度から費用処理しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間　５～15年間の定額法により償却を行っております。

⑧　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。ただし、免税事業者であ

るビーフェア株式会社は税込方式によっております。
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(5) 会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基

準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度よ

り適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法

を期間定額基準から給付算定式基準に変更するとともに、割引率の決定方法を変更しており

ます。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に

伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の繰延税金資産が155,216千円、退職給付に係る負債が

437,229千円それぞれ減少し、利益剰余金が282,012千円増加しております。また、当連結会

計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は軽微であります。

(6) 追加情報

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引き下げ等が行われることとなりました。こ

れに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.5％か

ら平成27年６月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％

に、平成28年６月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

32.2％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は74,034

千円減少し、法人税等調整額が75,128千円、その他有価証券評価差額金が1,864千円それぞれ

増加し、退職給付に係る調整累計額が770千円減少しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 521,455千円

土地 1,002,513千円

計 1,523,969千円

②　担保に係る債務

短期借入金 341,650千円

１年内返済予定の長期借入金 268,476千円

長期借入金 576,170千円

計 1,186,296千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,690,093千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,396,000株 －株 －株 8,396,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

・決議 平成26年８月21日定時株主総会

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 55,369千円

・１株当たり配当額 ６円60銭

・基準日 平成26年５月31日

・効力発生日 平成26年８月22日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

・決議 平成27年８月20日定時株主総会

・株式の種類 普通株式

・配当の原資 利益剰余金

・配当金の総額 48,658千円

・１株当たり配当額 ５円80銭

・基準日 平成27年５月31日

・効力発生日 平成27年８月21日

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
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４．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

  ①　金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心として運用し、また、資金

調達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。デリバティブを利用す

る場合は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

  ②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　現金及び預金は、金融機関の信用リスクに晒されておりますが、預入先は信用度の高い

銀行であります。

　　投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されておりますが、四半期ごとに時価を把握しております。

　　敷金及び保証金は、主として校、教室の賃貸借契約に伴うものであります。賃貸借契約

の締結にあたっては、相手先の財政状況等を勘案すると共に、賃貸人ごとに残高管理を行

い、適宜信用状況の把握に努めております。

　　営業債務である未払金は、短期間で決済されるものです。

　　借入金は、営業取引及び設備投資に係る資金調達であり、市場リスク及び流動性リスク

に晒されておりますが、市場リスクに対しては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息

の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ又は金利キャッ

プ）をヘッジ手段として利用しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価方法等については、前述の「１．連結計算書類

作成のための基本となる重要な事項（4）会計処理基準に関する事項　⑤　重要なヘッジ会

計の方法」をご参照ください。

　　デリバティブ取引については、リスクが極めて限定的な金利スワップ又は金利キャップ

のみを実施しております。例外的にデリバティブ取引を実施する場合は経理部が取りまと

めたうえで稟議申請により実施する体制になっております。また、デリバティブの利用に

あたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行ってお

ります。

　　また、流動性リスクに対しては、資金繰り計画を作成する等の方法により管理しており

ます。

  ③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定した価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項

　　平成27年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません。（（注）２．参照）

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時　価 差　額

(1) 現金及び預金 1,089,077 1,089,077 　－

(2) 投資有価証券 130,521 130,521 　－

(3) 敷金及び保証金 132,402 132,408 5

資産計 1,352,001 1,352,007 5

(1) 短期借入金 800,000 800,000 －

(2) 未払金 394,322 394,322 －

(3) 長期借入金 1,838,072 1,840,996 2,924

負債計 3,032,394 3,035,318 2,924

　　デリバティブ取引 　－ 　－ 　－

　(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(2) 投資有価証券

　　時価については、取引所の価格によっております。また、（注）２．に記載の関係会社出

資金については、時価を把握することが極めて困難であるため、記載金額から除いておりま

す。

(3) 敷金及び保証金

　　これらの時価については、返還時期の見積もりを行い、返還までの期間に対応した国債の

利回り等適切な割引率で将来キャッシュ・フローの見積額を割り引いて算定しております。

また、（注）２．に記載の敷金及び保証金については、時価を算定することが極めて困難で

あるため、時価を合理的に見積もることが可能な敷金及び保証金のみ連結貸借対照表計上額

及び時価を記載しております。
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負債

(1) 短期借入金、(2) 未払金

　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 長期借入金

　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワ

ップ又は金利キャップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップ又は金利キャップ

と一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に

見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、１年内返済予定の長

期借入金は、当該項目に含めて記載しております。

デリバティブ取引

　　金利スワップ又は金利キャップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借

入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載し

ております。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　関係会社出資金 4,571

　敷金及び保証金 859,535

　　関係会社出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、(2) 投資有価証券には含めておりません。

　　敷金及び保証金のうち、返還予定を合理的に見積もることが困難であり、合理的な将来キ

ャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるものについては、(3) 敷金及び

保証金には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 322円57銭

(2) １株当たり当期純利益 10円77銭

６．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成27年５月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

１年内回収予定の関係会社
長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,216,256

646,825

149,015

47,581

11,588

210,532

98,728

909

45,939

32,796

△27,659

6,865,594

3,628,248

1,768,887

38,927

8,961

53,066

1,758,406

71,733

26,249

45,483

3,165,612

130,521

936,277

102,056

26,351

367,929

54,534

628,685

900,021

33,508

△14,273

流 動 負 債 2,546,130

買 掛 金 15,847

短 期 借 入 金 800,000

1年内返済予定の長期借入金 652,864

未 払 金 346,072

未 払 費 用 226,773

未 払 法 人 税 等 103,058

未 払 消 費 税 等 214,077

前 受 金 80,259

賞 与 引 当 金 25,013

役員退職慰労引当金 26,023

資 産 除 去 債 務 12,961

そ の 他 43,178

固 定 負 債 2,691,778

長 期 借 入 金 1,131,208

退 職 給 付 引 当 金 1,173,074

役員退職慰労引当金 256,780

資 産 除 去 債 務 97,116

そ の 他 33,598

負 債 合 計 5,237,908

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,802,617

資 本 金 327,893

資 本 剰 余 金 263,954

資 本 準 備 金 263,954

利 益 剰 余 金 2,212,203

利 益 準 備 金 41,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,171,203

任 意 積 立 金 1,310,000

圧 縮 積 立 金 35,297

繰 越 利 益 剰 余 金 825,905

自 己 株 式 △1,432

評価・換算差額等 41,324

その他有価証券評価差額金 41,324

純 資 産 合 計 2,843,942

資 産 合 計 8,081,851 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,081,851

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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損　益　計　算　書

（平成26年６月１日から
平成27年５月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,774,352

売 上 原 価 7,002,784

売 上 総 利 益 2,771,568

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,488,095

営 業 利 益 283,472

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,686

受 取 配 当 金 14,297

業 務 受 託 手 数 料 11,002

為 替 差 益 854

そ の 他 9,178 43,018

営 業 外 費 用

支 払 利 息 22,309

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 18,881

そ の 他 1,023 42,213

経 常 利 益 284,277

特 別 利 益

子 会 社 持 分 売 却 益 408

補 助 金 収 入 54,999 55,407

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,171

減 損 損 失 10,461

関 係 会 社 株 式 評 価 損 10,000 21,633

税 引 前 当 期 純 利 益 318,052

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 133,938

法 人 税 等 調 整 額 95,382 229,321

当 期 純 利 益 88,731

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 36 －



株主資本等変動計算書

（平成26年６月１日から
平成27年５月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資 本 剰 余 金
合 　 　 　 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計任 意

積 立 金
圧 縮
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

平成26年６月１日　残高 327,893 263,954 263,954 41,000 1,310,000 － 545,828 1,896,828

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

－ － － － － － 282,012 282,012

会計方針の変更を反
映した当期首残高

327,893 263,954 263,954 41,000 1,310,000 － 827,841 2,178,841

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △55,369 △55,369

当 期 純 利 益 － － － － － － 88,731 88,731

圧縮積立金の積立 － － － － － 36,482 △36,482 －

圧縮積立金の取崩 － － － － － △1,185 1,185 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
( 純 額 )

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － 35,297 △1,935 33,361

平成27年５月31日　残高 327,893 263,954 263,954 41,000 1,310,000 35,297 825,905 2,212,203

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成26年６月１日　残高 △1,432 2,487,243 24,538 24,538 2,511,781

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

－ 282,012 － － 282,012

会計方針の変更を反
映した当期首残高

△1,432 2,769,256 24,538 24,538 2,793,794

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △55,369 － － △55,369

当 期 純 利 益 － 88,731 － － 88,731

圧縮積立金の積立 － － － － －

圧縮積立金の取崩 － － － － －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
( 純 額 )

－ － 16,785 16,785 16,785

事業年度中の変動額合計 － 33,361 16,785 16,785 50,147

平成27年５月31日　残高 △1,432 2,802,617 41,324 41,324 2,843,942

 （記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　・子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

　・その他有価証券

　　　時価のあるもの　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております）

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除

　　く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。なお、主な耐用年数は、

次のとおりであります。

建物　10年～50年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

・ソフトウェア（自社利用）　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

・その他の無形固定資産　　　　　定額法によっております。

③　長期前払費用

④　リース資産

　・所有権移転外ファイナンス・リ

　　ース取引に係るリース資産

定額法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 外貨建の資産又は負債の本邦

　　通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。
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(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準によ

り計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しております。

当事業年度は、計上しておりません。

④　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）に

よる按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理

することとしております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

当事業年度末要支給額を計上しております。

(5) 収益計上基準　　　　　　　　　　授業料収入は在籍期間に対応して、また入学金収入は

入室時、教材収入は教材提供時にそれぞれ売上高に計

上しております。

(6) ヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

・ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ方針

・ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ又は金利キャップの特例処理の要件を充

たすものについては、特例処理によっております。

ヘッジ手段…金利スワップ・金利キャップ

ヘッジ対象…借入金

将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを

回避する目的でデリバティブ取引を導入しており、借

入金の金利変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ手段の固定元本等とヘッジ対象の固定元本等が

一致しており、金利スワップ又は金利キャップの特例

処理の要件に該当すると判定されるため、当該判定を

もって有効性の判定に代えております。
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(7) のれんの償却方法及び償却期間　　10年間の定額法により償却を行っております。

(8) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

②退職給付に係る会計処理　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方

法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっ

ております。

(9) 会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第25号　平成27年３月26日）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準に変更

するとともに、割引率の決定方法を変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の繰延税金資産が155,216千円、退職給付引当金が437,229千

円それぞれ減少し、繰越利益剰余金が282,012千円増加しております。また、当事業年度の営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。

(10) 表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「業務受託手数料」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記いたしました。

なお、前事業年度の「業務受託手数料」は4,505千円であります。

(11) 追加情報

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.5％から平

成27年６月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成

28年６月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％とな

ります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は71,389

千円減少し、法人税等調整額が73,254千円、その他有価証券評価差額金が1,864千円それぞれ

増加しております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 521,455千円

土地 1,002,513千円

計 1,523,969千円

②　担保に係る債務

短期借入金 341,650千円

１年内返済予定の長期借入金 268,476千円

長期借入金 576,170千円

計 1,186,296千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,625,410千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。（区分表示したものを除く）

①　短期金銭債権 11,744千円

②　短期金銭債務 16,277千円

３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

①　売上高 7,296千円

②　仕入高 17,303千円

③　販売費及び一般管理費 8,005千円

④　営業取引以外の取引高 29,738千円

(2) 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

工具、器具及び備品除却損 852千円

ソフトウェア除却損 230千円

建物除却損 89千円

計 1,171千円
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(3) 当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 　 場所

教室 建物等  （小中部）

　愛知県、滋賀県、京都府、大阪府　計６件

教室 建物等  （高校部）

　滋賀県、京都府　計２件

教室 建物等  （個別指導部）

　神奈川県、愛知県、京都府、大阪府　計６件

　当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグルーピングを行っております。減損

損失を計上した教室については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであること、

また、移転による既存教室の除却を予定していることから、当該資産又は資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額10,461千円を減損損失として特別損失に計上

しております。

　その内訳は、

建物 8,181千円

車両運搬具 2,135千円

電話加入権 144千円

工具、器具及び備品 0千円

であります。

　なお、電話加入権を除く各資産の回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値によって測

定しており、正味売却価額は不動産鑑定による評価額を基準とし、使用価値は、将来キャッ

シュ・フローを５％で割り引いて算定しております。また電話加入権については、市場価格

等に基づく正味売却価額により測定しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 6,685株 －株 －株 6,685株
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５．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 ①　繰延税金資産

賞与引当金繰入限度超過額     8,254千円

未払賞与否認    48,087千円

未払事業税否認    10,219千円

一括償却資産損金不算入       664千円

退職給付引当金繰入限度超過額   377,929千円

役員退職慰労引当金否認    91,245千円

減価償却費超過額   195,721千円

その他   120,991千円

繰延税金資産小計   853,114千円

評価性引当額  △90,312千円

繰延税金資産合計   762,802千円

 ②　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 　 18,195千円

資産除去債務に対応する除去費用 　    347千円

圧縮積立金  　16,846千円

繰延税金負債合計  　35,388千円

繰延税金資産の純額 　727,414千円

－ 43 －



６．関連当事者との取引に関する注記

(単位：千円)

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

（注８）
科目

期末残高

（注８）

子会社
株式会社オー・エ

ル・ジェイ

 所有

 直接100％

 資金の援助

 役員の兼任

 貸付金の返済

 利息の受取

（注１）

11,929

1,657

 長期貸付金

（注２）

 前受金

83,451

138

子会社
株式会社京進ラン

ゲージアカデミー

 所有

 直接100％

 資金の援助

 役員の兼任

 貸付金の返済

 利息の受取

（注３）

6,747

2,348
 長期貸付金

（注４）
123,253

子会社
ビーフェア株式会

社

 所有

 直接100％

 資金の援助

 役員の兼任

 資金の貸付

 貸付金の返済

 利息の受取

（注５）

160,000

64,165

588

 長期貸付金

（注６）

 前受金

95,835

118

子会社 株式会社五葉出版
 所有

 直接100％

 配当金の受取

 役員の兼任

 配当金の受取

（注７）
9,481 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）株式会社オー・エル・ジェイに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決

定しております。なお、担保は受け入れておりません。

（注２）株式会社オー・エル・ジェイに対する長期貸付金のうち、15,288千円は１年以内回収

予定の長期貸付金であります。

（注３）株式会社京進ランゲージアカデミーに対する資金の貸付については、市場金利を勘案

して決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

（注４）株式会社京進ランゲージアカデミーに対する長期貸付金のうち、12,996千円は１年以

内回収予定の長期貸付金であります。

（注５）ビーフェア株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定してお

ります。なお、担保は受け入れておりません。

（注６）ビーフェア株式会社に対する長期貸付金のうち、9,996千円は１年以内回収予定の長期

貸付金であります。

（注７）配当金の金額については、当社が示した配当方針に基づき受領しております。

（注８）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 339円00銭

(2) １株当たり当期純利益 10円58銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年７月15日

株式会社  京  進

取締役会  御中

京  都  監  査  法  人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員  公認会計士　 柴 田　篤 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員  公認会計士　 高 井　晶 治 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社京進の平成26年６月１日か
ら平成27年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社京進及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

強調事項
　会計方針の変更に関する注記に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より、「退
職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）を適用してい
る。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年７月15日

株式会社  京  進

取締役会  御中

京  都  監  査  法  人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 　柴 田　篤 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 　高 井　晶 治 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社京進の平成26年６月
１日から平成27年５月31日までの第35期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　会計方針の変更に関する注記に記載されているとおり、会社は、当事業年度より、「退職給
付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）を適用している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成26年６月１日から平成27年５月31日までの第35期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ
の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。
　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び京都監査法人
から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
　子会社については、関連部門から必要に応じて事業の報告を受けまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行、また財務報告に係る内部統制についても、
指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成27年７月16日

株 式 会 社 京 　 進 　 監 査 役 会

常勤監査役 福 盛 貞 蔵 

社外監査役 尾 川 宣 之 

社外監査役 市 原 洋 晴 

以　上
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　株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　期末配当に関する事項

　　　　第35期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開

等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　　　①配当財産の種類

　　　　　金銭といたします。

　　　　②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　　　当社普通株式１株につき、５円80銭といたしたいと存じます。

　　　　　なお、この場合の配当総額は、48,658,027円となります。

　　　　③剰余金の配当が効力を生じる日

　　　　　平成27年８月21日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

　１．提案の理由

　　(1) 当社事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るとともに、今後の事業

内容の多様化に対応するため、現行定款の第２条（目的）につきまして

事業目的を変更するものです。

　　(2)「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５

月１日に施行され、新たな機関設計として監査等委員会設置会社制度が創

設されました。当社は、取締役会の監督機能の強化によるコーポレート・

ガバナンスの一層の充実という観点から、自ら業務執行をしない社外取締

役の機能を活用することで、中長期的な企業価値向上を図るべく、監査等

委員会設置会社に移行するため、当社定款につきまして所要の変更を行う

ものであります。

　　(3) 取締役が、その期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役会の

決議によって法令の定める範囲で責任を免除することができる旨及び業

務執行取締役等でない取締役との間で責任限定契約を締結することがで

きる旨の規定として、定款第31条（取締役の責任免除）を新設するもので

あります。

　なお、定款第31条（取締役の責任免除）の新設に関しましては、各監査

役の同意を得ております。

　　(4) その他所要の変更を行うものであります。

なお、本定款変更は本総会終結の時に効力が発生するものといたします。

　２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。
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（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第１章　総　則

第１条　　　　（条文省略）

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。
１．学習塾の経営並びにフランチャ

イズチェーンシステムによる学
習塾の加盟店の募集及び経営指
導

２．～４．　（条文省略）
５．語学教室の経営並びにフランチ

ャイズチェーンシステムによる
語学教室の加盟店の募集及び経
営指導

６．保育園の経営並びにフランチャ
イズチェーンシステムによる保
育園の加盟店の募集および経営
指導

７．～18．　（条文省略）

第３条～第11条　（条文省略）

第３章　株主総会

第12条～第16条　（条文省略）

（新　設）

第４章　取締役および取締役会

第17条　　　　（条文省略）

（取締役の員数）
第18条　当会社の取締役は、８名以内とす

る。

第１章　総　則

第１条　　　　（現行どおり）

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。
１．学習塾の経営ならびにフラン

チャイズチェーンシステムによ
る学習塾の加盟店の募集および
経営指導

２．～４．　（現行どおり）
５．語学教室の経営ならびにフラ

ンチャイズチェーンシステムに
よる語学教室の加盟店の募集お
よび経営指導

６．保育園の経営、小規模保育事
業、一時預かり事業ならびにフ
ランチャイズチェーンシステム
による保育園の加盟店の募集お
よび経営指導

７．～18．　（現行どおり）

第３条～第11条　（現行どおり）

第３章　株主総会

第12条～第16条　（現行どおり）

（株主総会の議事録）
第17条　株主総会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他
法令に定める事項は、議事録に記
載または記録する。

第４章　取締役および取締役会

第18条　　　　（現行どおり）

（取締役の員数）
第19条　当会社の取締役（監査等委員であ

るものを除く。）は、８名以内と

する。
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現 行 定 款 変 更 案

（新　設）

（取締役の選任方法）
第19条　取締役は、株主総会の決議によっ

て選任する。

　　　②　　　（条文省略）
　　　③　　　（条文省略）

（取締役の任期）
第20条　取締役の任期は、選任後２年以内

に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会終結の
時までとする。

　　　②　増員または補欠により選任され
た取締役の任期は、他の取締役の
任期の残任期間と同一とする。

（新　設）

（新　設）

（新　設）

第21条～第22条　（条文省略）

（取締役会の招集通知）
第23条　取締役会の招集通知は、各取締役

および各監査役に対し、会日の３
日前までに発する。ただし、緊急
の場合には、この期間を短縮する
ことができる。

　　　②　当会社の監査等委員である取締
役（以下、「監査等委員」とい
う。）は、４名以内とする。

（取締役の選任方法）
第20条　取締役は、監査等委員とそれ以外

の取締役とを区別して株主総会の
決議によって選任する。

　　　②　　　（現行どおり）
　　　③　　　（現行どおり）

（取締役の任期）
第21条　取締役の任期は、選任後１年以内

に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会終結の
時までとする。

（削　除）

　　　②　前項の規定にかかわらず、監査
等委員の任期は、選任後２年以内
に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会終結の
時までとする。

　　　③　補欠として選任された監査等委
員の任期は、退任した監査等委員
の任期の満了する時までとする。

　　　④　会社法第329条第３項に基づき
選任された補欠監査等委員の選任
決議が効力を有する期間は、選任
後２年以内に終了する事業年度の
うち最終のものに関する定時株主
総会開始の時までとする。

第22条～第23条　（現行どおり）

（取締役会の招集通知）
第24条　取締役会の招集通知は、各取締役

に対し、会日の３日前までに発す
る。ただし、緊急の場合には、こ
の期間を短縮することができる。
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現 行 定 款 変 更 案

第24条　　　　（条文省略）

（取締役会の決議の省略）
第25条　当会社は取締役の全員が取締役会

の決議事項について書面または電
磁的記録により同意したときは、
当該決議事項を可決する旨の取締
役会の決議があったものとみな
す。ただし、監査役が異議を述べ
たときはこの限りでない。

（新　設）

（新　設）

第26条　　　　（条文省略）

（新　設）

（新　設）

第25条　　　　（現行どおり）

（取締役会の決議の省略）
第26条　当会社は取締役の全員が取締役会

の決議事項について書面または電
磁的記録により同意したときは、
当該決議事項を可決する旨の取締
役会の決議があったものとみな
す。

（重要な業務執行の決定の取締役への委
任）
第27条　当会社は、会社法第399条の13第

６項の規定により、取締役会の決
議によって重要な業務執行（同条
第５項各号に掲げる事項を除
く。）の決定を取締役に委任する
ことができる。

（取締役会の議事録）
第28条　取締役会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他
法令に定める事項は、議事録に記
載または記録し、出席した取締役
がこれに記名押印または電子署名
する。

第29条　　　　（現行どおり）

（取締役の報酬等）
第30条　取締役の報酬等は、株主総会の決

議によって監査等委員とそれ以外
の取締役とを区別して定める。

（取締役の責任免除）
第31条　当会社は、取締役会の決議によっ

て、取締役（取締役であった者を
含む。）の会社法第423条第１項
の損害賠償責任について法令に定
める要件に該当する場合には、損
害賠償責任額から法令に定める最
低責任限度額を控除して得た額を
限度として免除することができ
る。
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現 行 定 款 変 更 案

（新　設）

第５章　監査役および監査役会

（監査役および監査役会の設置）
第27条　当会社は、監査役および監査役会

を設置する。

（監査役の員数）
第28条　当会社の監査役は、４名以内とす

る。

（監査役の選任方法）
第29条　監査役は、株主総会の決議によっ

て選任する。
　　　②　監査役の選任決議は、議決権

を行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株主
が出席し、その議決権の過半数を
もって行う。

（監査役の任期）
第30条　監査役の任期は、選任後４年以内

に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会終結の
時までとする。

　　　②　補欠として選任された監査役の
任期は、前任者の残任期間と同一
とする。

　　　②　当会社は取締役（業務執行取締
役等である者を除く。）との間
で、会社法第423条第１項の損害
賠償責任について法令に定める要
件に該当する場合には損害賠償責
任を限定する契約を締結すること
ができる。ただし、当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、法
令の定める最低責任限度額とす
る。

第５章　監査等委員会

（監査等委員会の設置）
第32条　当会社は、監査等委員会を置く。

（削　除）

（削　除）

（削　除）
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現 行 定 款 変 更 案

（常勤監査役）
第31条　監査役会は、その決議によって、

常勤の監査役を選定する。

（新　設）

（監査役会の決議の方法）
第32条　監査役会の決議は、法令に別段の

定めがある場合を除き、監査役の
過半数をもって行う。

（新　設）

（監査役会規則）
第33条　監査役会に関する事項は、法令ま

たは定款に定めるもののほか、監
査役会において定める監査役会規
則による。

第６章　会計監査人

第34条～第36条　 （条文省略）

（会計監査人の報酬等）
第37条　会計監査人の報酬等は、取締役会

が監査役会の同意を得て定める。

第７章　計　　算

第38条～第41条　 （条文省略）

（削　除）

（監査等委員会の招集通知）
第33条　監査等委員会の招集通知は、各監

査等委員に対し、会日の３日前ま
でに発する。ただし、緊急の場合
には、この期間を短縮することが
できる。

（監査等委員会の決議の方法）
第34条　監査等委員会の決議は、議決に加

わることができる監査等委員の過
半数が出席し、その過半数をもっ
て行う。

（監査等委員会の議事録）
第35条　監査等委員会における議事の経過

の要領およびその結果ならびにそ
の他法令に定める事項は、議事録
に記載または記録し、出席した監
査等委員がこれに記名押印または
電子子署名する。

（監査等委員会規則）
第36条　監査等委員会に関する事項は、法

令または定款に定めるもののほ
か、監査等委員会において定める
監査等委員会規則による。

第６章　会計監査人

第37条～第39条　（現行どおり）

（会計監査人の報酬等）
第40条　会計監査人の報酬等は、代表取締

役が監査等委員会の同意を得て定
める。

第７章　計　　算

第41条～第44条　（現行どおり）
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第３号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）７名選任の件

　当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、取締役全員（７名）は、本総会終

結の時をもって、任期満了となりますので、取締役（監査等委員であるものを除

く。）７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社
の 株 式 数

1
たち

立
き

木
さだ

貞
あき

昭
（昭和19年４月２日生）

昭和50年６月　当社創立　当社理事長
昭和56年４月　当社設立
　　　　　　　当社代表取締役理事長
平成９年１月　当社代表取締役社長
平成21年５月　当社代表取締役会長（現任）

〔重要な兼職の状況〕
　ビーフェア株式会社　代表取締役

251,000株

2
しら

白
かわ

川
かん

寛
じ

治
（昭和22年１月１日生）

昭和53年１月　当社入社
昭和56年４月　当社常務取締役東山本校校長
平成７年３月　当社専務取締役運営本部長
平成21年５月　当社代表取締役社長（現任）

250,500株

3
つち

土
さか

坂
よし

義
たか

高
（昭和22年６月13日生）

昭和61年３月　当社入社
平成７年３月　当社取締役高校部長
平成18年10月　当社取締役人事部長
平成21年３月　当社常務取締役総務本部長
平成23年３月　当社専務取締役総務本部長
平成24年12月　当社専務取締役第１運営本部長
　　　　　　　（現任）

〔重要な兼職の状況〕
　広州京進語言技能信息諮詢有限公司　董事長
　Kyoshin GmbH　取締役社長
　Kyoshin USA,Inc.　取締役社長

93,300株

4
たか

髙
はし

橋
よし

良
かず

和
（昭和38年８月21日生）

昭和63年11月　当社入社
平成８年３月　当社第１運営部長
平成11年５月　当社取締役個別指導部長
平成18年３月　当社取締役経営企画部長
平成21年３月　当社取締役企画本部長（現任）
平成21年３月　当社経営企画部長
平成27年３月　当社開発部長（現任）

16,600株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社
の株式数

5
たる

樽 　
い

井 　
み

み
ど

ど
り

り
（昭和40年４月６日生）

昭和63年２月　当社入社
平成９年３月　当社業務改革室長
平成12年３月　当社企画部長
平成17年５月　当社取締役経営企画部長
平成21年３月　当社取締役第１運営本部長
平成24年３月　当社取締役総務本部長（現任）
平成24年３月　当社総務部長（現任）
平成26年４月　当社情報システム部長（現任）

〔重要な兼職の状況〕
　株式会社五葉出版　代表取締役社長

18,300株

6
ふく

福
ざわ

澤
かず

一
ひこ

彦
（昭和27年１月19日生）

平成15年２月　当社入社
平成15年２月　当社新規事業企画室長
平成17年５月　当社取締役新規事業企画室長
平成19年３月　当社京進これから研究所所長
　　　　　　　（現任）
平成21年３月　当社取締役新規事業本部長
平成22年３月　当社取締役第２運営本部長
　　　　　　　（現任）
平成26年12月　当社幼児教育事業部部長
　　　　　　　（現任）

〔重要な兼職の状況〕
　株式会社ｵｰ・ｴﾙ・ｼﾞｪｲ　代表取締役社長
　株式会社アルファビート　代表取締役
　株式会社京進ﾗﾝｹﾞｰｼﾞｱｶﾃﾞﾐｰ　代表取締役社長

3,100株

7
たち

立
き

木
やす

康
ゆき

之
（昭和52年１月21日生）

平成15年４月　当社入社
平成21年３月　当社英会話事業部部長
　　　　　　　兼　幼児教育事業部部長
平成23年３月　当社英会話事業部部長（現任）
平成26年８月　当社取締役（現任）
平成27年３月　当社第３運営本部長（現任）

〔重要な兼職の状況〕
　株式会社ＨＯＰＰＡ　代表取締役

254,400株

　　（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役３名の選

任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましてはあらかじめ監査役会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社
の株式数

1
なか

中
じま

島 　
さとし

賢
（昭和28年12月８日生）

昭和51年４月　大阪ガス株式会社入社
平成19年６月　同社執行役員　秘書部長
平成20年６月　同社常務執行役員

社団法人日本ガス協会出向
平成21年６月　大阪ガス株式会社常務執行役員

京都・滋賀統括地区支配人
兼　京都地区支配人

平成23年４月　同社顧問　兼
株式会社オージス総研取締役会長
（現任）

〔重要な兼職の状況〕
　大阪ガス株式会社　顧問
　株式会社オージス総研　取締役会長
　大阪商工会議所　２号議員
　株式会社マンダム　取締役

1,200株

2
いち

市
はら

原
ひろ

洋
はる

晴
（昭和28年１月26日生）

昭和56年２月　税理士登録
昭和57年10月　市原会計エスエムエス株式会社

代表取締役（現任）
平成19年７月　株式会社京都М＆Ａﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞを

設立
同社代表取締役（現任）

平成22年４月　当社監査役（現任）

〔重要な兼職の状況〕
　市原会計エスエムエス株式会社　代表取締役
　株式会社京都М＆Ａﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸ　代表取締役

－株

3
たけ

竹
うち

内
ゆ

由
き

起
（昭和45年４月11日生）

平成９年４月　弁護士登録
彦惣法律事務所入所

〔重要な兼職の状況〕
　京都府公害審査会　委員
　京都弁護士会交通事故委員会　委員

－株
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 (注) １．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．中島賢氏、市原洋晴氏、竹内由紀氏は、新任の監査等委員である取締役候補者で

あります。

３．中島賢氏、市原洋晴氏、竹内由起氏は、社外取締役候補者であります。また、３氏は

東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしておりますので、当社は３氏

を独立役員として指定し、届け出る予定です。

４．中島賢氏は、大阪ガス株式会社での企業経営における豊富な経験や見識を活かし

経営全般に対する監督と有効な助言をいただけるものと考え、社外取締役として選任

をお願いするものであります。

５．市原洋晴氏は、税理士及び経営者としての経験と知識を当社の監査等に反映していた

だけるものと考え、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏

は、現在当社の社外監査役であり、社外監査役としての在任期間は本総会の終結の時

をもって５年となります。

６．竹内由起氏は、直接会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士としての

豊富な経験と専門的知識ならびに高い法令遵守の精神を有しておられることから、

社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、選任をお願い

するものであります。

７．竹内由起氏につきましては、職業上使用している氏名を上記のとおり表記しており

ますが、戸籍上の氏名は佐藤由起であります。

８．中島賢氏、市原洋晴氏、竹内由起氏の選任が承認された場合、第２号議案「定款一部

変更の件」の承認可決を条件として、当社は各氏との間で、会社法第423号第１項の

損害賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、損害賠償責任を限定

する契約を締結する予定です。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

法令の定める最低責任限度額といたします。
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第５号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役が法令に

定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠の監査等委員である取

締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本選任につきましては、就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、取

締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案に関しましてはあらかじめ監査役会の同意を得ております。

　補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社
の 株 式 数

ふく

福
もり

盛
てい

貞
ぞう

蔵
(昭和24年12月８日生)

昭和62年３月　京都進学教室（現当社）取締役開発

部長

平成６年５月　当社常務取締役人事部長

平成10年３月　当社常務取締役管理本部長

平成15年３月　当社常務取締役小中統括部長

平成16年５月　当社常勤監査役（現任）

75,000株

（注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

第６号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬額設定の件

　当社の取締役の報酬限度額は、平成11年５月27日開催の第18期定時株主総会に

おいて年額２億５千万円以内と決議いただき今日に至っておりますが、第２号議

案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会設置会社

へ移行いたします。つきましては、現在の取締役の報酬額に関する定めを廃止し、

取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬額を、経済情勢等諸般の事情も

考慮して、改めて年額２億５千万円以内と定めることとさせていただきたいと存

じます。

　なお、現在の取締役の員数は７名であり、第２号議案及び第３号議案が原案

どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員であるものを除く。）は７名と

なります。
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第７号議案　監査等委員である取締役の報酬額設定の件

　当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役の報酬額

を、監査等委員の職務と責任を考慮して、年額２千５百万円以内と定めることと

させていただきたいと存じます。なお、第２号議案及び第４号議案が原案どおり

承認可決されますと、監査等委員である取締役は３名となります。

第８号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　監査役福盛貞蔵氏、尾川宣之氏は、本総会終結の時をもって任期満了により

退任されますので、在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に従

い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、尾川宣之氏については監査

等委員である取締役の協議に、福盛貞蔵氏の取締役在任期間分については取締

役会の決議に、監査役在任期間分については監査等委員である取締役の協議に、

それぞれご一任願いたいと存じます。

　退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
略 歴

ふく

福
もり

盛
てい

貞
ぞう

蔵

昭和62年３月　京都進学教室（現当社）取締役

平成６年５月　当社常務取締役

平成16年５月　当社常勤監査役（現任）

お

尾
がわ

川
のり

宣
ゆき

之
平成10年５月　当社社外監査役（現任）

以　上

－ 61 －



株主総会会場ご案内図

会場　京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382番地１
当社本社　４階会議室
ＴＥＬ（075）365－1500（代表）

■　地下鉄烏丸線「五条」駅下車⑥番出口すぐ

＊なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、お車でのご来場

はご遠慮願います。


